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「子どもと家族を応援する日本」重点戦略の概要   



「子どもと家族を応援する日本」重点戦略について  

02005年、人口減少社会が到来し、出生数は106万人、合計特殊出生率は1．26と、いずれも過去   

最低を記録  

○将来推計人口（平成18年12月推計）によると、今後、一層少子・高齢化が進むとの見通し  

○結婚、出生行動に対する国民の希望が一定程度叶えば、合計特殊出生率は1．75程度まで改善   

される余地  

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略の策定  

○基本的な考え方：「すべての子ども、すべての家族を大切に」   

2030年以降の若年人口の大幅な減少を視野に入れ、本格的に少子化に対抗するため、制度・  
政策■意識改革など、あらゆる観点からの効果的な対策の再構築・実行を図り、   

イ結婚したいけどできない」という若い人、「子どもを生みたいが蹟躇する」という若い家族を支え、   

■どのような厳しい状況に置かれていても、この社会に生まれたすべての子どもたちが希望を持   

って人生を歩んでいけるよう、  

すべての子ども、すべての家族を、世代を超えて国民みなで支援する国民総参加の子育てに優   

しい社会づくりを目指す。   



検討体制  

検討会議の学識経験者を主査とし、各分野における有識者で構成。  
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今後のスケジュール  

0 2月9日   第1回検討会議。4分科会発足。  

0 2～5月   各分科会を3～4回開催。  

整理。  各分科会で議論の  0 5月中  
U   

0 6月頃   第2回検討会議。重点戦略の基本的な考え方とりまとめ。  

（経済財政諮問会議等に報告し、骨太方針2007に反映。）、  

○ 以後、具体的施策についての検討を進め、税制改正等の議論を見極   
めつつ、19年末を目途に、重点戦略の全体像を提示。  
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「子どもと家族を応援する日本」重点戦略の策定方針について  

（平成周年2月6日少子化社会対策金議決走）  

1．2030年以降の若年人口の大幅な減少を視野に入れ、制度・政策・意識改革   
など、あらゆる観点からの少子化対策の効果的な再構築・実行を図るため、   

・「結婚したいけどできない」という若い人、「子どもを生みたいけど躊跨す  

る」という若い家族を支え、   

・どのような厳しい状況に置かれていても、この社会に生まれたすべての子  

どもたちが希望を持って人生を歩んでいけるよう、   

すべての子ども、すべての家族を、世代を超えて国民みなで支援する社会の   

実現を目指すものとして「子どもと家族を応援する日本」重点戦略（以下「戦   

略」という。）を策定する。  

2．戦略の策定に資するため、会長が指名する委員及び有識者による「子ども   

と家族を応援する日本」重点戦略検討会議（以下「検討会議」という。）を   

開催する。なお、検討会議の開催に伴い、少子化社会対策推進会議は廃止す   

る。   
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「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議の開催について  

平成19 年 2 月 6 日  

少子化社会対策会議会長決定  

1．趣旨  

「『子どもと家族を応援する日本』重点戦略の策定方針について」（平成19年 月 日   

少子化社会対策会議決定）に基づき、基本戦略、働き方の改革、地域・家族の再生、少   

子化社会対策大綱等の点検・評価といった事項を検討させるため、「子どもと家族を応   

援する日本」重点戦略検討会議（以下「検討会議」という。）を開催する。  

2．構成員  

検討会議は、別紙に掲げる少子化社会対策会議の委員及び少子化社会対策に関して十   

分な知識と経験を有する有識者をもって構成し、内閣官房長官を議長とする。ただし、   

議長は、必要に応じ、他の少子化社会対策会議の委員その他の関係者の出席を求めるこ   

とができる。  

3．検討会議における議事の公表  

議長又は議長が指名する者は、検討会議における議事の内容等を、検討会議の終了後、   

速やかに、適当と認める方法により、公表する。  

4．庶務  

検討会議の庶務は、厚生労働省その他の関係行政機関の協力を得て、内閣府において   

処理する。  

5．分科会  

検討会議は、必要に応じ、分科会を設けることができる。分科会の構成員は議長が指   

名する。なお、必要に応じ、関係行政機関の職員その他の者の出席を求めることができ   

る。  

6．その他  

前各項に定めるもののほか、検討会議の運営に関する事項その他必要な事項は、議長   

が定める。   



（別紙）  

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議構成員名簿  

（少子化社会対策会議委員）   

内閣官房長官  

内閣府特命担当大臣（少子化対策）  

内閣府特命担当大臣（経済財政政策）  

総務大臣  

財務大臣  

文部科学大臣  

厚生労働大臣   

経済産業大臣  

国土交通大臣  

（有識者）  

いけだもりお 池田  守男  
株式会社資生堂相談役（日本経済団体連合会少子化対策委具会   

委員長、日本商工会議所特別顧問）   

東北福祉大学教授、産業経済新聞客員論説委員   

三鷹市長   

目本労働組合総連合会事務局長   

東京大学社会科学研究所教授   

慶鷹義塾大学商学部教授   

東京大学大学院経済学研究科教授  

いわぷちかつよし 岩渕  勝好   

き上はら  
けいこ  

こがのぶあき 古賀  伸明   

さとうひろき 佐藤  博樹   

ひ ぐち    上し お 樋口  美雄   

上しかわ    ひろし  

吉川   洋  

〔有識者については五十音順・敬称略〕   
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「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議運営規程  

平成19 年 2 月 9 日  

「子どもと家族を応援する日本」盲点戦略会議最長決定  

（検討会議の運営）  

第二L条 「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議（以下「検討会議」という。）   

の議事の手続その他検討会議の運営に関しては、「『子どもと家族を応援する日本』重点   

戦略検討会議の開催について」（平成19年2月6日少子化社会対策会議会長決定）に定   

めるもののほか、この運営規程の定めるところによる。  

（検討会議の招集）  

第2条 検討会議は、議長が招集する。   

（議事の公開）  

第ニヨ条 検討会議は非公開とする。  

2 議長又は議長が指名する者が、検討会議における議事の内容等を公表する際は、会議   

において配布された資料も併せて公表する。   

（議事要旨）  

第∠1条 議長又は議長が指名する者は、検討会議の終了後、速やかに、当該検討会議の議   

事要旨を作成し、これを公表する。   

（有識者会合）  

第三∋条 内閣府特命担当大臣（少子化対策）は、検討会議の円滑な運営に資するため、検   

討会議の有識者からなる会合を開催することができる。なお、必要に応じ、関係行政機   

関の職員その他の者の出席を求めることができる。  

（雑則）  

第fう粂 この規程に定めるもののほか、検討会議の議事の手続その他分科会の運営に関し   

必要な事項は、議長が定める。   



資料2  

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議分科会運営規程  

平成19 年 2 月15 日  

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略会議議長決定  

（分科会の運営）  

第1条 「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議分科会（以下「分科会」とい   

う。）の議事の手続その他分科会の運営に関しては、「『子どもと家族を応援する日本』重   

点戦略検討会議の開催について」（平成19年2月6日少子化社会対策会議会長決定）に   

定めるもののほか、この運営規程の定めるところによる。  

（議事）  

第2条 分科会の会議は、主査が招集する。  

2 主査は、会議の議長となり、議事を整理する。  

（議事の公開）  

第3条 分科会の会議、会議資料は、公開とする。ただし、主査は、必要があると認める   

ときは、分科会に諮って、分科会の会議、会議資料を非公開とすることができる。  

（議事要旨）  

第4条 主査は、分科会の会議の終了後、速やかに、当該会議の議事要旨を作成し、これ   

を公表する。  

（庶務）  

第5条 基本戦略分科会、働き方の改革分科会及び地域・家族の再生分科会の庶務は、内   

閣府その他の関係行政機関の協力を得て、厚生労働省において処理する。  

2 点検・評価分科会の庶務は、厚生労働省その他の関係行政機関の協力を得て、内閣府   

において処理する。  

（雑則）  

第6条 この規程に定めるもののほか、分科会の議事の手続その他分科会の運営に関し必   

要な事項は、主査が定める。   



「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議  

分科会名簿  

（1）基本戦略分科会  

◎吉川  洋   

阿藤  誠   

逢見 直人   

駒村 康平   

杉山 千佳   

高橋 秀夫   

土居 丈朗   

西川 一誠  

東京大学大学院経済学研究科教授  

早稲田大学人間科学学術院特任教授  

日本労働組合総連合会副事務局長 ．  

東洋大学経済学部教授  

有限会社セレーノ代表取締役、子育て環境研究所代表  

（社）日本経済団体連合会経済第三本部長  

慶鷹義塾大学経済学部助教授  

福井県知事  

（2）働き方の改革分科会  

◎樋口 美雄   

阿部 正浩   

北浦 正行   

木村 邦明   

小杉 礼子   

武石 恵美子   

長谷川三千子   

藤木 信彰   

山口 洋子   

横山 知子  

慶鷹義塾大学商学部教授  

濁協大学経済学部助教授  

（財）社会経済生産性本部事務局次長兼社会労働部長  

日本電気株式会社国内営業企画本部人事統括マネージャー  

労働政策研究・研修機構人材育成部門統括研究員  

法政大学キャリアデザイン学部助教授  

埼玉大学教養学部教授  

共立印刷株式会社取締役管理部長  

日本労働組合総連合会副事務局長  

日本アイ・ピー・エム株式会社S＆D人事部   



（3）地域・家族の再生分科会  

◎岩渕 勝好   

池本 美香   

鹿毛 弘通  

東北福祉大学教授  

株式会社日本総合研究所調査部主任研究員  

社会福祉法人扶助者聖母会星美ホームファミリーソーシャル  

ワーカー  

青森大学教授  

東京大学大学院教育学研究科教授  

テレビ東京解説委員  

青山学院大学文学部教授  

明星大学人文学部教授  

特定非営利活動法人わははネット理事長  

日本テレビ報道局記者  

高浜市長  

大阪市立大学生活科学部教授  

東京学芸大学教育学部教授  

見城 美枝子  

汐見 稔幸  

篠原 文也  

庄司 順一  

高橋 史朗  

中橋 恵美子  

宮島 香澄  

森  貞述  

山県系 文治  

山田 昌弘  

（4）点検・評価分科会  

◎佐藤 博樹   

渥美 由喜   

案田 陽治   

大日向 雅美   

大矢 和子   

奥山 千鶴子   

藤本  保   

前田 正子  

東京大学社会科学研究所教授  

株式会社富士通総研主任研究員  

日本サービス・流通労働組合連合副会長  

恵泉女学園大学・大学院教授  

株式会社資生堂執行役員企業文化部長  

特定非営利活動法人び－のび－の理事長  

大分こども病院長  

横浜市副市長  

（注） ◎は分科会主査   




